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要約 

 本稿では，消費者側で発生している食品ロス問題の解決を図り，食品ロスの半減を目標

とした研究を行う．現在，日本では，国民に豊富な食糧が供給される反面で排出され続け

てきた．食品ロス問題の解消に難航している．これは，国民がそもそもこの問題を知らな

いことや知っていても自分にとって身近な問題ではないという考えのもと起こっているこ

とだと考えられている．しかし，本来食べられるはずであった食品を無駄にしているとい

った事実や，食品ロスに伴う環境への膨大な影響を考えると，食品ロス問題を解決する必

要があるといえる． 

 この認識は世界共通であり，SDGs（持続可能な開発目標）においても取り上げられて

いる．CO2 排出等によって社会や環境に対し甚大な被害をもたらしている食品ロスの削

減問題は喫緊の課題であり，2030 年までに小売り・消費レベルにおける世界全体の１人

あたりの食品廃棄物（食品ロスを含む）を半減させるという目標が設定されている．日本

政府もこれまで，食品ロス問題を生産者側と消費者側に分け，政策を講じてきた．生産者

側では，暗黙の了解として存在していた 1/3 ルールという商習慣の見直しや，フードバン

クの実施等，着々と取り組みが進んでいる．その一方で，消費者側は個人の意識によると

ころが大きいためになかなか成果が出にくい状況にある．これは，5 省庁が協力するなど

国を挙げて問題解決に取り組んでいるものの，この運動が啓発運動にとどまってしまって

いる点や，取り組みを行ったところで具体的にどれだけ食品ロス量が減ったのかを把握す

ることが難しい状況にあるためである． 

取り組みの参考とするために海外に目を向けてみると，各国が独自の取り組みを行って

いる．イギリスは第 3 者機関を設けることで，家庭からの食品ロス量の把握に努め，また，

生産者側を巻き込み消費者に対する政策を行っており，世界的に見てもこの問題の先駆国

といえる．そのほかにも，世界でも稀である法整備を行ったフランスや，自国の文化を尊

重しつつ，罰金制度を用いて食品ロス削減に取り組む韓国等，各国が独自の政策を打って

いる． 

 ここまでの現状をまとめると，食品ロス量を減少させることは困難な問題であるが，海

外での取り組み例を踏まえると，我が国が抱える問題点を明らかにし，それに沿った適切

な政策を打つことで，食品ロス問題を解消することは実現可能であると考えられる．よっ
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て，本稿では食品ロス問題の根本に潜む要因を見つけ出すために分析を行い，政策を提言

する．なお，外食やスーパー等の小売店を含む，生産者側の食品ロス量の減量については，

消費者と別にして考えるべき問題とし，それに関する分析は行わない．本稿の構成は以下

のとおりである． 

 第 1章では，現状分析として，まず食品ロスと食品廃棄の定義について概説する．続い

て，日本の食品ロス問題について具体的な数値を用いて説明を行い，次いで生産者側と消

費者側それぞれの取り組み内容について述べる．さらに，海外の進捗状況と政策内容の特

徴について説明する．最後に，これらの現状をまとめ，そこから見出された問題意識につ

いて言及する． 

 第 2章では，先行研究として，ごみが排出される原因を究明した後に，ごみを排出する

際の意識や行動について実証分析を行った研究，一般市民に対し，食品ロスにまつわる認

知度や動機づけを行った後の行動面での変化を調査した研究，食品ロスにおいて，関心や

意識だけでなく行動面を含めた本来の食育のあるべき姿についての研究，食品ロスに関す

る消費者の意識等をアンケート調査を用いて調べた研究の 4 本を紹介する．食品ロスに関

する研究で，データを用いて差の検定や定量分析を行っている研究は数が少ないこと，具

体的な政策提案を行っている研究がなかったことから，そのような分析手法を用いること

や，その結果にもとづく政策提言を行うことが本稿の独自性である． 

 第 3章では，食品ロス問題に影響する，衛生意識，食品ロスに関する知識，食品ロスを

減らすために日頃行っていることを分析するために，個票データにもとづき，Mann-

Whitney の U 検定，順序ロジスティック回帰分析，ロジスティック回帰分析を用いた実証

分析を行う．また，学生を対象として，独自に作成したアンケートの集めた結果を用いた

実証分析も行う．さらに，環境省環境再生・資源循環局，荒川区清掃リサイクル課，横浜

市資源循環局へのヒアリングも行い，多角的な視点から食品ロス問題の課題を究明した． 

 第 4章では，分析の結果を踏まえ，5つの政策提言を行う． 

提言 1：賞味期限，消費期限表示方法の変更 

提言 2：知識の習得方法 

提言 3：食育の推進 

提言 4：冷蔵庫の IoT 化 

提言 5：生ごみの有料化 



ISFJ2018 最終論文 

4 

 以上の提言により，日本の消費者側における食品ロス問題を解消できると考え，食品ロ

スが存在しない未来の実現に貢献したい． 
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はじめに 
  我々が生活する上で“食”は欠かせない．食べることは人々が日々暮らす上での必然的

な行動であり，いつの時代も人々は常にその充実を求めてきた．しかし，その代償として

排出される食品ロスの量は増え続けている．レストランに行った際に食べきれず残してし

まう，家で料理をしていて少し色が悪かったりすると捨ててしまう，そもそも家にあるこ

とを忘れてしまい，賞味期限が過ぎたために捨ててしまうといったことを一度は経験があ

るのではないだろうか．自分はあまり食品を捨てていないと感じていても，1 つ 1 つの小

さな積み重ねが今大きくなり，世界規模での問題と化している．本稿では，この身近な問

題である食品ロスの削減を目指し，食品ロス削減のための政策提言を行うことを目的とす

る． 

 食品ロスとは，いわゆるまだ食べられるのに捨てられてしまう食品のことを指す．家庭

での買いすぎや作りすぎによる廃棄，外食先での食べ残し，コンビニやスーパーでの売れ

残りや規格外商品が食品ロスにあたる．日本では支援として貧困国に送られる食糧の倍の

量を捨てており，これを国民 1 人あたりに換算すると，1 日茶碗 1 杯分のご飯を捨ててい

ることになる．日本の食糧の 6 割は外国からの輸入に頼っていることから，その食べ物の

水や肥料だけでなく，船や飛行機の燃料も無駄にするということになる． また，もし輸

入が止まってしまった場合，みそ汁は 2 日に 1 杯，牛乳は 6 日に 1杯，卵に関しては 1 週

間に 1個しか食べられなくなってしまう状況に陥るだろう．したがって，こうした事態を

防ぐためにも，食品ロスを自分とは無関係の問題だと捉えるのではなく，1 人 1 人が身近

な問題として受け止め，捨てない意識を持って食べ物を粗末にしないことが大切になって

くるのである． 

 本稿では，人々がその意識を持つためにはどうすれば良いのか，どのような行動をとる

べきなのかという，食品ロス問題の解決に向けた政策を提言する．分析手法としてはアン

ケート調査を用いた実証分析並びにヒアリングを行う．政策提言としては食品ロス削減に

向けた知識や意識の改善，環境整備を中心に行う．世界各国で食品ロスの発生が問題とな

っている中，我々の政策が日本の食品ロス発生の抑制に寄与することを願って，本稿を執

筆する． 
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第１章 現状分析・問題意識 

第１節 本章の概要 

現在，世界全体の食品ロス量は，消費者向けに生産された食糧の 3 分の 1，約 13 億ト

ンに上る．この約 13 億トンの食糧を生産するために要する土地面積は，世界の農地面積

の約 30%近くに相当し，廃棄する際の CO2 排出量は推定 33 億トンになる．加えて，これ

に伴う水資源の使用量は琵琶湖の約 9倍にもなる．また，環境面での影響のみならず，原

野の開拓による負の外部性が増大することで，生物にも影響を及ぼし，多様性の喪失が懸

念される．そのため，このような現状から，食品ロス問題は SDGs（持続可能な開発目標）

においても取り上げられており，2030 年までに小売り・消費レベルにおける世界全体の

１人あたりの食品廃棄物（食品ロスを含む）を半減させるという目標が設定されている．

このように，社会にとって甚大なコストを生んでいる食品ロス問題は，世界的に見ても喫

緊の課題であるといえる．世界の人口は今後も増え続けると予測されており，それに伴い

食品ロスも増加するであろう．食品ロスの増加を抑えるためにも，各国が早急に対策を打

つ必要があるといえる． 

本章では，第 2節で食品廃棄物と食品ロスについて概説し，各国における定義の違いや

本稿で用いる定義について述べる．次いで第 3 節では，日本における食品ロス問題の現状

について述べる．さらに，日本国内の生産者側並びに消費者側に向けて行っている取り組

みをそれぞれ紹介する．第 4節では，イギリス・フランス・韓国の食品ロス削減の取り組

み内容や各国の特徴について紹介していく．最後に，第 5節で現状をまとめ，“日本は消

費者に焦点を当てて食品ロス削減を推進していく必要性がある”という問題意識につなげ

る． 
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図 1：日本における食品廃棄物と食品ロスの関係性 

 

 

図 2：世界における食品廃棄物と食品ロスの関係性 

 

 

第 2節 食品廃棄物・食品ロスとは 

食品廃棄物と食品ロスの定義は曖昧なものであり，地域や国によって定義づけも異なっ

てくる．以下では，本稿における食品廃棄物と食品ロスの定義を明確にしていく． 

日本では，農林水産省が制定した定義が用いられている．食品廃棄物とは「食品の製

造・加工，流通，消費等の際，廃棄される食品の総称」であり，食品ロスとは「本来食べ

られるにもかかわらず廃棄されている食品」と定義されている．すなわち，食品ロスが食

品廃棄物の一部になっているのである．これを示したのが上記の図 1 である． 

一方，国際的には，国連食糧農業機関（FAO）が制定した定義が用いられている．食品

（農林水産省 HP より筆者作成） 

（FAO(2015)「DEFINITIONAL FRAMEWORK OF FOOD LOSS」より筆者作成） 
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ロスとは「食べ物の量的もしくは質的な価値が減少すること」であり，食品廃棄物とは

「食品ロスの一部で，まだ食べられるのに捨てられているもの」と定義されている．すな

わち，日本の定義とは逆で食品廃棄物が食品ロスの一部になっているのだ．これを示した

のが図 2 である． 

前述のとおり，食品廃棄物・食品ロスは国や地域によって定義が異なるため，本稿では，

農林水産省が制定している定義を用いることとする．つまり，食品ロスとは「本来食べら

れるにもかかわらず廃棄されている食品」であり，食品廃棄物は「食品の製造・加工，流

通，消費等の際，廃棄される食品の総称」という考えで進めていく． 

 

図 3：生産者側・消費者側における食品ロス量の変遷 
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第 3節 日本の食品ロスの現状 

日本国内における年間食品廃棄量は平成 28 年度で約 2,842 万トンと言われている．そ

のうち可食部分と考えられる量は約 621 万トンにまで上る．約 621 万トンという量は，世

界全体の食糧援助量である約 320 万トンの約 2 倍にあたり，金額ベースで約 11 兆円に換

算される．つまり，4 人家族の 1 世帯が毎年約 6 万円相当の食品を捨てていることになる．

これらからも，可食部分が廃棄されることがいかに深刻な問題であるかが分かる． 

この日本で排出されている約 621 万トンの可食部分，いわゆる食品ロスは，生産者側か

ら排出されるものと消費者側から排出されるものに分けることができる．生産者側と消費

者側からの排出について，図 3 を用いて説明していく． 

まず，食品ロス量約 621 万トンのうち，生産者側における食品ロスは約 339 万トンである．

この数字は，図 3 からも分かるように，ここ 10 年間大きな変化は見られず，食品ロス量の減

少がやや停滞しているといえる．その一方で，食品ロスの食品廃棄物に占める割合，いわゆる

食品ロス率はやや減少傾向にあることが分かる．  

次に，約 621 万トンのうち，消費者側における食品ロスは約 282 万トンである．この数字は

図 3 からも分かるように，ここ 10 年間で大幅な変化は見られず，生産者側と同様に食品ロス

量の減少が停滞しているといえる．そして，生産者側とは異なり食品ロス率においても，近年

横ばいになっていることが分かる．  

以上のことから，日本では食品ロス量の減少が停滞しており，とりわけ消費者側はロスの削

減があまり進んでいないという課題を見出すことができる．そのため，消費者側における食品

ロス削減の新たな政策を打つべきであると考える． 
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第 4 節 日本における取り組み 

第 1 項 生産者側の取り組み 

従来，日本の食品製造業及び流通段階においては，3 分の 1 ルールという暗黙の商習慣が

存在していた．製造日から賞味期限までの日数を 3 分割し，製造されてから納品されるま

でにその 3分の 1 の日数がかかれば廃棄，納品されてから販売されるまでに同日数がかか

れば廃棄，販売されてから賞味期限までの期間が短いために消費しきれず廃棄といったよ

うに，3 か所での廃棄が生まれていた．このルールは法律で定められてはいないものの，

ほぼすべての企業が順守していた．しかし近年，この 3 分の 1ルールに代わり 2分の 1 ル

ールが着目されてきている．アメリカでも実際に取り入れられているこのルールは，製造

日から賞味期限までの日数を 3 分割ではなく 2 分割にし，販売期限を撤廃している．すな

わち，廃棄される可能性を，製造日から納品期限までに商品が納品されなかった場合と賞

味期限を過ぎたために消費者が捨ててしまう場合の 2通りとしたのである． 

 

 

図 4：1/3ルールの仕組み 

 

 

 

（消費者庁「海外での改善策は？食品廃棄を減らすために、お店・私たちができること」より筆者作成） 
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図 5：1/2ルールの仕組み 

 

 

 

図 6：1/2ルールの消費者に対する効果 

 

 

 

（消費者庁「海外での改善策は？食品廃棄を減らすために、お店・私たちができること」より筆者作成） 

（農林水産省「食品ロスに関する資料」、消費者庁「平成 29年 消費白書」より筆者作成） 
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この 2分の 1 ルールは生産者側にとって大きな効果をもたらした．例えば，コカ・コー

ラボトラーズジャパン株式会社では，2 分の 1 ルールにしたことで年間 45 万ケースの廃

棄を削減することに成功している．また業界全体を見ても，飲料では約 4 万トン，菓子で

は約 0.1 万トンの廃棄の減少に成功しており，金額ベースで見ても，それぞれ約 71 億円，

約 16 億円分の損失を無くすことができている．減少した廃棄量を合計した約 4.1 万トン

という数字は，食品製造・卸売・小売り業で発生する食品ロス量である約 225 万トンの内，

およそ 2％を占めている．そして，2 分の 1 ルールは依然，大手小売りであるイオン、セ

ブンイレブン等約 30 社のみで実施されており，今後このルールが広まっていくことでよ

り一層効果が期待できる．その一方で，上記の図 6 で示すように，この政策は消費者側に

対して効果が薄い．なぜなら 2 分の 1 ルールは 2015 年に導入されたが、導入以前と比べ

ても差がほとんどないからだ． 

生産者側では，今まで廃棄されていた食品を有効活用しようとするフードバンクが近年 

存在感を増している．食品製造業や食品小売り・卸売業等の過程で発生する未使用食品が 

寄付され，フードバンクを介して必要としている人や施設等に提供する取り組みである．

改善点は多く残されているものの，食品ロスの発生抑制に効果があるとして，期待されて

いる．また，ドギーバッグも注目され始めている．主に横浜で行われているこの取り組み

は，飲食店等で食べきれなかった料理を持ち帰ることで廃棄される食糧を減らす目的があ

る．衛生面等で解決しなければならない課題はまだあるものの，海外では既に多くの国で

導入されており，日本でも導入を進めることで生産者側の食品ロス削減に大きな効果が期

待できる．これらに加えて，日本の省庁はフードバンク活動の支援や削減に貢献した企業

への表彰を行ったりしている． 
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図 7：食品ロス削減関係省庁等連絡会議の取り組み 

 

 

第 2 項 消費者側への取り組み 

 消費者側で発生する食品ロスの削減に向け，国も体制を整え取り組みを行っている．消

費者庁，文部科学省，農林水産省，経済産業省，環境省の 5 省庁が「食品ロス削減関係省

庁等連絡会議」を構成し，食品ロスの削減に関する関係省庁等の知識共有や，食品ロスの

実態及び関係省庁等における取り組みの情報交換を行うことで連携を図っている。また，

消費者自らが食品ロスの削減を意識した行動を行えるよう，イベントの開催や学校におけ

る指導，キャンペーンの開催等も定期的に実施している。それらの取り組み例をまとめた

ものが図 7 である．5 省庁が協力し，工夫された様々な取り組みを行うことで食品ロスの

削減を推進している． 

官民を挙げての食品ロスの削減運動を推進している政府は，上記以外にも「食品ロス削

減国民運動（NO-FOODLOSS PROJECT）」も行っている．食品ロス発生の段階別にモデ

ル的な削減の取り組みを支援し，生活者 1人 1 人の意識・行動改革に向けた官民を挙げた

取り組みである．国民 1人 1人の意識や行動を改革することで，資源を無駄なく効率的に

活用するフードチェーンづくりを推進し，「もったいない」発祥国として，世界に日本の

取り組みの発信を試みている．しかし，数字が示すように食品ロス発生量に変 

化は見られず，依然国民の意識改革は進んでいないといえる．生産者側の政策や取り組み

と比較しても，啓発運動が主となっているため，あまり効果が見られないのだと考えられ

る． 

（消費者庁「食品ロス削減関係省庁等連絡会議」より筆者作成） 
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では，いかにして消費者側の食品ロスを削減させれば良いだろうか．次節では，我々が

参考にした海外での事例を幾つか紹介する． 

 

第 5 節 海外での取り組み  

 図 8は主要先進国の 1年間における 1 人あたりの食品廃棄物量（日本でいう食品ロス量

を指す）をまとめた表である．日本の順位は世界の先進国と比較すると決して高くはない

が，依然としてその量が多いことも事実である．環境破壊を止め，国連の目標を達成する

ためにも，日本もさらなる改善の余地があるといえるだろう．今後，より効果的に削減を

進めていくためにも，ここでは海外の事例を紹介していく． 

世界では、各国がそれぞれ独自の取り組みを行っている．その中でも、本稿では日本と

1 人あたり GDP が同一水準であるイギリス・フランス・韓国の事例を紹介していきたい

と思う．これは，桑原・小泉・児玉・土川 (2017) において「1 人あたり GDP は１人あた

り食品ロス発生に 1%水準で有意である」との結論が出ているためである． 

 

図 8：1人あたり食品廃棄物量 

 

（FAOより筆者作成） 
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そのため，食品ロス量と GDP には相関があり，1 人あたり GDP が近い国の取り組みを見

ることで，食品ロス抑制の参考にすることができるといえる．この研究は，FAO が公表

している食品ロスデータが存在している 169 か国の 2009 年～2013 年の 5 年分，一部欠損

値があるためにその点を考慮した不完全パネルデータ分析である． 

 

 イギリス 

 世界的にも食品ロス・食品廃棄物の発生抑制に向け積極的に取り組んでおり，この問題

に関しての先駆国だといえる．実際，環境省にヒアリング調査へ伺った際にも，職員の方

はイギリスの取り組みを参考にしているとのことであった．他国に見られぬイギリス独自

の取り組みとしては，第三者組織である WRAP の存在が挙げられる．WRAP は統計調査

を通して，データの公表や食品廃棄物（以下，日本でいう食品ロスのことを指す．）の実

態把握に努めている．また，WRAP は国内食品売り上げの 95%をカバーする食品小売り

業が参加するコートールド公約を制定することで，消費者での食品廃棄物量の 21%削減

に成功している．さらには，ターゲットを消費者に設定し，消費者からの食品廃棄物削減

を図るため，パッケージに食べ残し活用レシピを記載するといった取り組みや消費者向け

のキャンペーンの展開等，消費者に対し手厚い取り組みを実施している． 

 

 フランス 

 フランスは世界的に見ても稀な法制度の整備を行った国である．食品廃棄禁止法2を小売り

等の生産者向けに制定したほか，任意参加の協定を制定することで食品ロス発生の抑制に取

り組んでいる．また，消費者側においても，食品を使い切るキャンペーン等の啓発活動を積

極的に展開している．食品廃棄物削減のための国民デーを設けたほか，学校・大学における教

育プログラムを実施する独自の取り組みも行ってきている．このようにフランスでは，生産者

と消費者それぞれに対し政策を打つ等，重層的に問題に取り組んでいる． 

 

 

                            
2 食品廃棄禁止法とは，400㎡以上の敷地面積を持つ大型のスーパーでは，賞味期限が切れた商品や賞味期限が近づ

いてきている食品の廃棄を禁止したものである．そして，廃棄する代わりにボランティア組織やチャリティー団体等
へ寄付することを義務づけている．もしこの法律を破った場合は最高で 75000ユーロ（約 1000万円）の罰金，若しく

は最大２年間の禁固刑が課される． 
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 韓国 

 韓国には「パンチャン」という，食べ物を残すことで食事に満足しているという態度を示す

文化があり，従来大量の食べ残しが発生していた．そのため，韓国政府は食品ロス削減の手段

として，生産者側に食品廃棄物の削減を義務化させることで，人々に食品ロス削減に対する意

識づけを行っていった．消費者側に対しては，生ごみを分別回収させることを徹底し，生ごみ

の排出量に応じた従量課金制度を新たに整備していった．このように，生産者側への働きかけ

や消費者への独自の政策を打つことで，従来の文化という障害がありながらも半年間で 17.2%

の食品ロス排出削減に成功している． 

 

 各国の取り組み並びに日本における取り組みの進捗状況をまとめたのが図 9 である． 

 

 

図 9：海外と日本の取り組みの進捗状況 

 

 

 

 

（筆者作成） 
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第 6 節 現状のまとめと問題意識 

 第 1節より，食品ロス問題は環境に大きな影響を及ぼしており，将来の地球や人類のた

めにも，決して先送りにしてはならない世界共通の問題であるということが分かる．そし

て、本格的な議論に入る前の第 2節では，日本と世界で用いられている食品廃棄物と食品

ロスの定義の違いについて触れ，本稿で用いる定義について述べた．また世界全体ではな

く日本に着目し，日本での食品ロス発生量の内訳について触れた第 3 節では，生産者側と

消費者側それぞれの特徴について触れ，着目していくポイントを消費者に絞った．そして，

第４節では消費者側での食品ロス量の削減が停滞している原因を探るため，生産者と消費

者の取り組みを調べた．我が国でも食品ロス量の削減を目指し多くの取り組みが行われて

きたが，消費者側は啓発運動が中心になってしまっており，人々の意識による点が大きす

ぎる問題があることが分かった．これを踏まえ，第５節では日本が参考にすべき３か国の

取り組みを紹介している．各国は啓発運動だけでなく，具体的な制度の導入等をしている

ことから，日本も文化や国民性に合わせた独自の取り組みを行っていくべきだということ

が分かる． 

 これらの現状を踏まえると，我が国においても，食品ロス削減の取り組みをより活性化 

 

図 10：現状のまとめと問題意識 

 

（筆者作成） 
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させていくべきであるといえる．さらに，食品ロス削減の前に立ちはだかる障壁を乗り越

えていくことは可能なはずである．本稿では，消費者側における食品ロス削減が滞ってい

る要因を“消費者側への取り組みは啓発運動が主であり，人々の意識による点が大きすぎ

ること”にあるとし，これを問題意識とする．現状を踏まえ，問題意識をまとめたものが

図 10 である．特に，今まで分析がされてこなかった消費者側における食品ロス発生の要

因を究明し，それに直接影響を与える政策を打つことで，削減の動きをより活性化させて

いくことができると考える．したがって，食品ロス削減に向けた問題解決を目指して，政

策を提言する． 
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第２章 先行研究と本稿の位置づ 

け 

第 1 節 先行研究 

 食品廃棄物や食品ロスに関連する先行研究は，世界各国と比較することで食品ロス発生

要因を明らかにする研究，工場での食品ロスに焦点を当て発生要因及び抑制方法を明らか

にした研究，食品廃棄物を生み出す消費者の購買行動に関する定性分析を行った研究等が

存在する．しかし，定量データを用いて消費者側での食品ロスについて実証分析を行い，

政策を提言している研究は数が少ない．本稿の主要参考文献は 4 つある．  

 小泉ら (2001) では，東京都区部におけるケーススタディを行い，ごみの発生構造の把

握，ごみの排出に関する意識及び行動について定量的に分析している．そして，この分析

を行うにあたり，アンケート調査によるごみ排出実態調査のデータを 3パターンの数量化

理論によって分析をしている．提案された分析プロセスは，数量化理論第Ⅰ類によるごみ

の発生構造の分析，数量化理論第Ⅲ類によるごみ減量化意識及び行動の分析，これらを基

にした数量化理論第Ⅱ類によるごみ減量化意識の分析である．これらの分析プロセスから，

東京都区部の一般家庭を対象としたケーススタディを用い，世帯属性を表す世帯人数，男

女構成，職業を説明変数とする，ごみ排出原単位3を推定することができるモデルを作成

した．そして，ごみ減量化意識及び行動に関する様々な要因を“ごみ減量・分別意識行動”

“資源回収協力行動”“リサイクル・リユース意識行動”“日常生活習慣行動”の 4グル

ープに分類し，それらと排出原単位との関連を定量的に示している．また，ごみ減量化意

識の有無がごみ発生量に及ぼす影響を把握し，減量化意識の差異が日常的な生活習慣行動

に起因していることも明らかにしている． 

 土屋・羽田野 (2014) では，一般市民への食品ロスについての認知度の調査，並びに一

般市民に動機づけを行うことでどの程度意識や行動に変化があるかについての調査を行っ

ている．食品ロスについての認知度は，言葉の意味を知っている市民は約半数いる中，日

                            
3 排出する際に使用される時間やモノのことを指す． 
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本での食品ロス量を知らない市民が約 7 割存在する．このことからも，食品ロスという言

葉自体について知っている市民は多い一方，現状は知らないという市民が非常に多いこと

が十分に分かった．また，動機づけによる意識変化調査では，約 5割の市民の意識に変化

を生むことができ，より効果的な工夫によって食品ロス削減の取り組みが積極的になるこ

とが指摘されている． 

 久保 (2011) では，食品ロスにかかわる関心や意識，実践力の向上につながる食育のあ

るべき姿を，個人の食における主体形成という面から検討している．これは，食品ロス削

減に向けて今後実践すべき食育を考えることを目的としており，大学生の所属する世帯に

おいて，普段料理を担当している者を対象とし，食に対する価値観，外食先での食べ残し

に焦点を当てたアンケート調査を行い，その結果をもとに，因子分析等の手法を用いて分

析している．結果，食品ロス削減に向けた意識を持ち，行動を起こすには安全で安心な食

生活に対する関心だけでは不十分であり，在庫管理や調理方法の工夫につながる適切な食

品理解と，五感を駆使した判断力を身に着けさせる食育の必要性について述べられている．

また，家族や友人等といった自己の食に関係する人々との間で培われる自己承認や，自己

の内面的特性を醸成させた自己実現の域にまで発達した，主体の形成を促す食育の必要性

についても示唆されている．そして，食を供給する側からの食品に関する適切な情報発信

の重要性も指摘している． 

 浅利・矢野・酒井 (2015) では，食品ロス発生に関連する消費意識や行動についての考

察を，ネットアンケート調査を通して行っている．その結果，豆腐・納豆類・魚介・肉類

では 2割以上，野菜・果物類は 4割が最近 1 年以内にほぼ手付かずのまま廃棄されている

ことが分かった．この廃棄に至る原因としては，食べようと思っていたのに気が付くと期

限が切れていたというものが主であり，過剰購入や嗜好性も原因となることが示された．

また、期限切れ等に至る理由としては，冷蔵庫や食品庫の在庫チェックがこまめに行われ

ていないということ，食品の保管場所が分散しているために管理が行き届かないことが原

因であると指摘されている． 

 その他の先行研究として，家庭系可燃ごみの有料化によるリバウンドについて研究した

丸山ら (2017) の研究，生ごみの有料化導入による不法投棄されるごみの量に関する分析

を行った山谷 (2005) の研究，生ごみを分別して回収することによる効果について検証し

た田原ら (2004) の研究がある．これらは，分析に関する先行研究ではなく，政策提言の
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際に参考にしたものである．  

第 2 節 本稿の位置づけ 

 本稿では，これらの先行研究を参考に，実証分析並びにヒアリングを実施することで，

消費者側で食品ロスが発生する要因を検証し，消費者側の食品ロス削減に向けた政策や制

度を考案する．先行研究の限界として，土屋・羽田野 (2014) はアンケート結果をまとめ

ているだけであり，回帰式を用いた実証分析は行っておらず，統計的に証明ができていな

い．久保 (2011) では因子分析が主な研究内容とされており，差の検定は補助的な検定と

なっている．また，結果をまとめているものの，その結果を用いた具体的な政策の提言に

は踏み込めていない．浅利・矢野・酒井 (2015) は土屋・羽田野 (2014) と同じくアンケー

ト調査を行っているものの，結果をまとめたのみで，統計的な実証ができていない．小泉

ら (2001) が行っている分析は，食品ロスに応用できるのではないかと考える．よって，

本稿の位置づけとして，以下の 2つを挙げる． 

 1 つ目は，独自のアイデアで，国民全員の知識や関心を高められる方法を提言していく

ことである．知識や関心が食品ロス削減への取り組む上で大事な要因であること，食育を

学ぶ環境の整備が必要であり，食品に対する適切な知識・意識改善が必要ということは上

記の先行研究でも触れられている．しかし，どのような方法で国民の知識や関心を高めて

いくかということ等は示されていない．そこで，我々の分析結果をもとに，具体的な政策

を提言していくことが本稿の独自性であるといえる． 

 2 つ目は，新たな分析方法を用いて分析を行うことである．上記の先行研究は，因子分

析を行うか，そもそも分析はせずアンケート結果をまとめるにとどまっている．そこで，

差の検定や，順序ロジスティック回帰等の定量的な分析を行っていくことを本稿の新規性

とする． 
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第３章 分析 

第１節 本章の概要と分析の目的 

 本章では，どのような要素が消費者側からの食品ロス発生に影響を与えているかを検証

するために，食品ロスに関する一般公衆の意見を含んだアンケートをもとにした実証分析

を実施する．一方で，環境省や既にこの問題に対する取り組みが盛んである荒川区，横浜

市へのヒアリングも実地調査として行う．これは，実証分析の結果から得られた根拠をも

とに，実際に取り組みを行っている現場の声も聞くことで，現状に即した政策を提言する

ためである． 

 実証分析は 2 つに分けられ，第 2 節で実証分析 1，第 3 節で実証分析 2 をそれぞれ行う．

そしてこれらの分析を通して，消費者側で食品ロスが発生してしまう根本的な要因を探る．

なお，実証分析 1 にあたり，株式会社リビングくらし HOW 研究所から〔「全国を対象と

した食品の廃棄についてのアンケート，2018」（株式会社リビングくらし HOW 研究

所）〕の個票データの提供をして頂いた．サンプル数は 1606 に上り，対象は全都道府県

の 19 歳から 80歳と幅広い年齢層をターゲットに行ったアンケート調査である．質問項目

は全部で 15 あり，我々が立てた仮説を立証できると判断した質問項目を抽出し，分析を

行っている．実証分析 2にあたり，対象を幅広い年齢ではなく学生に絞り分析を行いたい

という考えのもと，多くの学生に対しアンケート調査を行った．計 303 人の学生に回答し

て頂くことができ，回答率は 99%であった．第 4 節では，環境省の環境再生・資源循環

局（2018 年 7月 27 日），荒川区清掃リサイクル課（同年 11月 8日），横浜市の資源循環

局（同年 11 月 8日）へのヒアリングについて述べる．  

 本章で行う分析をまとめたものが図 11である． 
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図  11：分析の概要 

 

第 2節 実証分析１：食品ロスの発生要因 

第１項 分析の概要とモデル 

 まず，本節で行う実証分析 1 について概説する．実証分析 1は消費者側での食品ロスの

発生要因を分析するものであり，3 つに分けられる．それぞれの分析の目的を以下に示す． 

 食品を廃棄してしまう人が，衛生面において，特に何を基準に食品を捨てているのか． 

 食品を比較的よく廃棄してしまう人とそうでない人を比べ，知識にどのような差があ

るのか． 

 食品を比較的よく廃棄してしまう人とそうでない人を比べ，日頃の行いにどのような

差があるのか． 

そのため，本節では， 

（筆者作成） 
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 よく捨てる人・たまに捨てる人とあまり捨てない人・捨てない人 

 よく捨てる人とたまに捨てる人 

 たまに捨てる人とあまり捨てない人 

 あまり捨てない人と捨てない人 

の 2 つのグループに分けた，４通りの，Mann-Whitney の U 検定を行う4．Mann-Whitney

の U 検定とは，ある条件で母集団を 2 つのグループに分け，回答データを小さい値から

順に並べて順位をつけた後，順位の平均（以下，平均ランク）を利用し，グループ間での

差異とその有意性を検討する分析手法である． 

 また，上記の 4 通りを 

 子供がいる人を抽出 

 子供がいない人を抽出 

 既婚の人だけ 

 独身の人だけ 

 専業主婦とフルタイムワークを抽出 

 フルタイムワークとパート・アルバイトワークを抽出 

 パート・アルバイトワークと専業主婦を抽出 

したパターンでも行った．また， 

 子供がいる人と子供がいない人の 2 つのグループ 

 既婚の人と独身の人の 2つのグループ 

 専業主婦とフルタイムワークの 2つのグループ 

 フルタイムワークとパート・アルバイトワークの 2 つのグループ 

 パート・アルバイトワークと専業主婦の 2つのグループ 

の５通りでも分析を行った．よって，計 37パターンで分析を行ったことになる． 

                            
4 Mann-Whitneyの U 検定はノンパラメトリックな手法であり，本稿で利用しているような変数が順序尺度である場合

のグループ間の違いを検定できる． 
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 次に，本分析で検定する項目について説明する．検定するのは全部で 3 つある．1 つ目

は，衛生に関する質問である，Q.9「自宅で作った料理を食べ残しなどで捨てることがあ

ると答えた方、作った料理を捨てた理由は何ですか？近いものを選んでください。」とい

う複数選択式の設問への回答にもとづいて作成した 10 個のダミー変数である．2 つ目は，

知識に関する質問である，Q.13「食品ロス問題について、次のうちあなたが知っていたこ

とを選んでください。」という複数選択式の設問への回答にもとづいて作成した 7 個のダ

ミー変数である．3 つ目は，日頃行っていることに関する質問である，Q.14「なるべく廃

棄される食品を出さないために、あなたが日頃やっていることはありますか？」という複

数選択式の設問への回答にもとづいて作成した 6 個のダミー変数である．そして，Q.9，

Q.13，Q.14 それぞれの選択肢をまとめたものが表 1 である．表 1 の各項目について，食

品を捨てることに関する 37 パターンのグループ分けで，どちらのグループのほうが各項

目を意識しているかを分析した．表 2 は，37 パターンのうち，有意となったパターンの

際に用いていた被説明変数をまとめたものである．Mann-Whitney の U 検定による分析の

予想としては， 

 衛生：2 グループを比べた際に，よく捨てる側のほうがすべての項目で大きくなると

予想． 

 知識：2 グループを比べた際に，比較的捨てない側のほうがすべての項目で大きくな

ると予想． 

 日頃していること：2 グループを比べた際に，比較的捨てない側のほうがすべての項

目で大きくなると予想． 

としている． 

 ここで，表 1における説明変数の見方について説明する．例えば，“賞味期限切れで捨

てるダミー”の場合，Q.3 で「賞味期限が切れたから」という選択肢を選んだ人を 1 とし，

選んでいない人を 0としたダミー変数である．表 2 における被説明変数の見方についても

同様である． 
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表 1：衛生・知識・日頃していることの説明変数 
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表 2：衛生・知識・日頃していることの被説明変数 

 

 

 Mann-Whitney の U 検定後，有意となった衛生 5 パターン，知識 2 パターン，日頃して

いること 6パターンに限定し，順序ロジスティック回帰分析を行う．順序ロジスティック

回帰分析とは，被説明変数に置く項目を変化させるためにはどの説明変数の項目が影響を
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与えているかを見る分析手法である．本稿においては，被説明変数に使用している，Q1

「食品・食材を食べきれず（使い切れず）、捨てることがありますか？」の解答である，

よくあるをたまにあるに，たまにあるをあまりないに，あまりないをないに変化させる要

因は何かを見つける分析である．ベースカテゴリーには，よくあるを 1として置いている．

目的としては，Mann-Whitney の U 検定で有意に出た数値が上記の変化を起こす要因であ

るといえるかを検証するためである．モデル式は以下の通りである． 

モデル式 1： 

 

モデル式 2： 

 

モデル式 3： 

 

本分析で検定する項目は，Mann-Whitney の U 検定で用いた変数と同様のものに加え，

食品ロス問題について関心があるかないかに分けた関心なしダミー，既婚か否かの既婚ダ

ミー，フルタイムワークか否かのフルタイムダミー，パート・アルバイトワークか否かの

パートダミー，子供の有無による子供なしダミー，ごみ袋有料化率をスケールとして用い

た．順序ロジスティック回帰分析の結果は， 

 衛生：Mann-Whitneyの U検定で有意となった項目が，負に有意． 

 知識：Mann-Whitneyの U検定で有意となった項目が，正に有意． 

 日頃していること：Mann-Whitneyの U検定で有意となった項目が，正に有意． 
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になると予想している． 

 順序回帰ロジスティック回帰分析を行った後に，ロジスティック回帰分析を行う．目的

は，順序ロジスティック回帰分析で出た結果が，偶然出た結果ではないことを証明するこ

とである．ベースカテゴリーは順序ロジスティック回帰分析と同様のものを用いている．

今回，被説明変数はダミー変数を使用しているため，2 項ロジスティック回帰分析を行っ

ている．モデル式は以下の通りである． 

モデル式 1： 

 

モデル式 2： 

 

モデル式 3： 

 

 本分析で検定する項目は，順序ロジスティック回帰分析で用いた変数と同様のものであ

る．ロジスティック回帰分析の結果は， 

 衛生：順序ロジスティック回帰分析で有意となった項目が，負に有意． 

 知識：順序ロジスティック回帰分析で有意となった項目が，正に有意． 

 日頃していること：順序ロジスティック回帰分析で有意となった項目が，正に有意． 

になると予想している． 

第２項 分析結果及び考察 
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表 3：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の基本統計量 

 

 分析結果や基本統計量を Mann-Whitney の U 検定，順序ロジスティック回帰分析，ロジ

スティック回帰分析の順に見ていく． 

 まず，Mann-Whitney の U 検定の基本統計量と分析結果をまとめたものが表 3～表 28 で

あり，分析パターンごとの基本統計量・分析結果の流れとなっている．これらは，37 パ

ターン行った中で有意に出た結果のみを抽出したものあり，判明した結果について説明す

る．そもそも Mann-Whitney の U 検定を行った理由が，2 つのグループに差があるのかど

うかを調べるためであった．そのため，すべての通りで有意とならなかったことも我々の

想定内である．そうした中，平均ランクという観点から見た際に，衛生で有意であったダ

ミー変数はより捨てる立場にあるほうが，知識と日頃していることで有意であったダミー

はより捨てない立場にあるほうが大きくなった．これは，我々が立てた仮説通りであった．

このことから，衛生・知識・日頃していることが食品ロス発生に影響を与えていると考え

られる． 

 この結果を踏まえ，ここで有意に出た変数が順序ロジスティック回帰分析でも有意となるか

を検証していく． 
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表 4：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の結果 

 

 

表 5：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の基本統計量 
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表 6：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の結果 

 

 

表 7：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の基本統計量 
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表 8：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の結果 

 

 

表 9：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の基本統計量 
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表 10：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の結果 

 

 

表 11：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の基本統計量 
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表 12：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の結果 

 

表 13：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の基本統計量 

 

表 14：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の結果 
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表 15：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の基本統計量 

 

 

表 16：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の結果 

 

 

表 17：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の基本統計量 
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表 18：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の結果 

 

表 19：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の基本統計量 

 

表 20：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の結果 

 

表 21：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の基本統計量 
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表 22：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の結果 

 

表 23：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の基本統計量 

 

表 24：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の結果 

 

表 25：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の基本統計量 
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表 26：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の結果 

 

表 27：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の基本統計量 

 

表 28：実証分析 1-1，Mann-Whitney の U検定の結果 

 

 

 次に，順序ロジスティック回帰分析の基本統計量をまとめたものが表 29，表 30 である．

2 つに分けてある理由は，Q.3 のみ質問事項の対象者が食品ロスをよく捨てる人とたまに

捨てる人に絞られており，サンプル数が異なるためである．分析結果をまとめたものが表

31 である．我々の仮説通り，Mann-Whitney の U 検定で有意となった数値がこの分析にお

いても同じく有意となった．衛生においては，賞味期限が切れて捨ててしまうことと量が

多くて捨ててしまうことの 2 つが共に 1%水準で負に有意であった．知識においては，食

品ロスとは何かを知っていること，3 分の 1 ルールについて知っていること，フードバン

クを知っていることの 3つがすべて 1%水準で正に有意であった．日頃し 
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表 29：実証分析 1，順序ロジスティック回帰分析の基本統計量 

 

 

ていることに関しても，冷蔵庫を確認することが 10%水準で，冷凍保存をすることと小

分け商品を活用することがそれぞれ 1%水準で正に有意であった．しかし，消費期限をチ

ェックすることだけに関しては 1%水準で負に有意となった．この結果は我々が予想し 
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表 30：実証分析 1，順序ロジスティック回帰分析の基本統計量 

 

 

ていた結果と大きく異なり解釈に苦しむが，よく捨てる人のほうが自分の判断基準ではな

く表示されているもので判断し，すぐに捨ててしまう可能性が考えられる．そもそも，消

費期限をこまめに確認する可能性として，その商品を消費するときに消費期限を確認する

場合と，以前から定期的にストックを確認している場合が考えられる．前者であればロス

が増え，後者であればロスが減るといえる．ただ，これは推測でしかなく，この分析結果

だけではどちらかということは断言できないため，今後の課題となってくる． 

 本節の概要でも述べたが，この順序ロジスティック回帰分析で出た結果は，偶然有意と

なった可能性もある．そのため，分析の最後としてロジスティック回帰分析を行い，常に

その変数が有意であることを証明する． 
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表 31：実証分析 1，順序ロジスティック回帰分析の結果 
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表 32：実証分析 1，ロジスティック回帰分析の結果 

 

 

 ロジスティック回帰分析の基本統計量は，順序ロジスティック回帰分析と同一の変数を

用いているためここでは割愛する．ここでの分析結果を表したものが表 32 である．結果

について説明していく．最終的に，衛生・知識・日頃していることすべてにおいて，順序

ロジスティック回帰分析で有意となったものが同じく有意となった．知識での 3分の 1 ル



ISFJ2018 最終論文 

46 

ールを知っていることだけに関しては 1%水準で正に有意から 5%水準で正に有意に変わ

ったが，それ以外に関しては全く同じ結果となった．そのため， 

 衛生においては，賞味期限が切れたら捨てる人や量が多いため食べきれずに捨てる人

をターゲットに，政策を打つことが効果的である． 

 知識においては，食品ロスの定義や 3分の 1 ルールについて，フードバンクの存在と

いった知識を周知させることが効果的である． 

 日頃していることにおいては，冷蔵庫を確認することや冷凍保存を行うこと，小分け

商品を活用させていくことが効果的である． 

と結論づけすることができる． 

 

第 3 節 実証分析２：学生における食品ロス

発生要因分析 

第 1 項 分析の概要とモデル 

 本節で行う実証分析 2について概説する．実証分析 2 は対象を学生に絞り，学生が食品

をロスしてしまう行動を分析するものである．本分析の目的は以下である． 

 独自で行った学生対象のアンケート調査のデータを用いて，学生が食品を捨ててしま

う要因となる日頃の行動を見つけ出す． 

分析の流れとしては，実証分析 1 と同じ Mann-Whitney の U 検定を行った後に順序ロジ

スティック回帰分析，ロジスティック回帰分析を予定した．しかし，最初の Mann-

Whitney の U 検定を 12 通り行ったものの，抽出した際のサンプル数が少ないこともあり

有意な結果が全く得られなかった．そのため，我々は実証分析 1 とは異なる分析を行うこ 
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表 33：正に有意となると予想した変数 

 

表 34：負に有意となると予想した変数 

 

とにした． 

 分析の概要は変わらず，学生を対象とし，学生が食品をロスしてしまう行動要因や抑制

方法を探ることである．本分析の目的は以下の 4つである． 

 学生が食品を捨ててしまう具体的な行動要因を分析する． 

 食品を捨ててしまうことには買い物時間が影響しているのかを分析する． 

 冷蔵庫を確認することが食品を廃棄してしまうことを抑制できるのかを分析する． 

 ごみ袋が有料化されることは，食品ロス排出を減らすことに効果があるのかを分析す

る． 

分析手法はロジスティック回帰分析を用いた．モデル式は以下の通りである． 

 

ロジスティック回帰分析の予想としては，上記の表 33 と表 34 である． 

 

次に，用いる被説明変数を以下に示す． 

 食品ロスをよく出すダミー(𝒀) 

（筆者作成） 

（筆者作成） 
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 Q.8「あなたはどのくらいまだ食べられる食材を捨ててしまっていると思いますか．」

という設問において，まだ食べられる食材を「よく捨ててしまう」「たまに捨ててし

まう」という選択肢を選んだ人を 0 とし，「あまり捨てない」「全く捨てない」とい

う選択肢を選んだ人を 1としたダミー変数である． 

表 35：実証分析 2の説明変数 
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表 36：実証分析 2の基本統計量 

 

 続いて，説明変数について記述する．12 個の説明変数をまとめたものが表 35 である．

表 35 の見方は，例えば，“食材を使い切らず捨てるダミー”の場合，Q.6 で「食材を使い

切らずにごみとしてよく出してしまう」という選択肢を選んだ人を 1 とし，選んでいない

人を 0としたダミー変数である． 

 最後に，各変数の基本統計量をまとめたものが表 36 である． 

第２項 分析の結果及び考察 

 分析結果をまとめたものが表 37，表 38，表 39，表 40である． 
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表 37：実証分析 2の結果 

 

表 38：実証分析 2の結果 

 

表 39：実証分析 2の結果 
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表 40：実証分析 2の結果 

 

 

これらの分析結果を考察する．まず，学生がまだ食べられる食品を廃棄してしまう大きな

要因は，食材を使い切らずに捨ててしまうこと，食べ残しを捨ててしまうことであること

が分かった．その上で，平日や夜，アルバイト帰りや学校帰りといった要素が冷蔵庫を買

い物前に確認する時間に影響を与えるのではないかと考え分析を行ったものの，有意な結

果を得ることはできなかった．ただ，冷蔵庫の中を確認する頻度が高いと食品ロスは減る

という結果が出たため，これに関する分析を行ったところ同じく有意な結果となった．ま

た表 40 から，ごみ袋の有料化が食品ロス削減に効果があり，有料化を推進していくこと

が必要であると考えられる． 

 買い物の時間帯が有意な結果が出なかったことは我々が予想していた結果とは大きく異

なる形になったものの，概ね予想通りの分析結果が出たといえる． 

 

第 4 節 ヒアリング 

 我々は 2018 年 7 月 27日に環境省にヒアリングへ伺った．これは，消費者側から出る食

品ロス量のデータ提供のお願いや我々の論文の方向性についてアドバイスを頂くことを目

的とした．結果，データの提供は国家情報になるため難しいとのことであった一方で，イ

ンターネットや書籍では得ることのできない貴重なお話を伺うことができた．ここでの詳

しい議事録は別添 3,4 でまとめてあるのでそちらを参照されたい． 

 そして，2018 年 11 月 8 日にヒアリングに伺ったのが荒川区と横浜市である．双方とも



ISFJ2018 最終論文 

52 

に積極的に消費者側の食品ロス削減に向けて取り組んでいる市区である．ここでは，実際

に取り組まれている方々のお話を聞かせて頂くことや，我々が考える政策提言についてア

ドバイスを頂くこと等を目的とした．冷蔵庫を確認することが本当に食品ロス削減につな

がるのか，知識を持ってもらうにはどのような周知方法が良いのか，ごみの有料化は実現

可能なのか等多くの質問をさせて頂いた．質問内容並びに返答に関しては，別添 5～8 に

まとめたのでそちらを参照されたい．消費者側からの食品ロスが発生する要因の 1 つは，

冷蔵庫の中の管理が行えていないことであり，冷蔵庫を確認する習慣を身につけることは

食品ロス対策としては効果的であること，そして，ごみ袋の有料化も課題を整理したうえ

で今後導入したいとのお話であった． 

 環境省，荒川区，横浜市の担当者様にはお忙しいところお時間を頂き，ご丁寧に対応を

していただいたため，この場を借りて改めてお礼を申し上げたい． 

第 5 節 分析結果のまとめ 

 本節では，本章で行った分析をまとめ，次章の政策提言につなげる．なお本稿で行った

分析は「SPSS25」を使用した．表 41 は本稿で行った分析結果を簡易的にまとめたもので

ある．衛生に関する分析から，賞味期限切れと量が多くて食べきれないという理由が原因

で食品ロスが生まれてしまっていることが分かった．知識に関する分析からは，食品ロス

の定義や 1/3 ルールという商習慣について，フードバンクの存在について知っている人は

食品ロスが少ないということを確認した．日頃していることに関しては，買い物に行く前

に冷蔵庫の中身を確認する人や保存食品を活用する人，小分け商品を買い，活用する人は

食品ロスが少ないということも確認した．最後に，学生アンケートからは，冷蔵庫の中を

確認する頻度が多い人やごみ袋の費用がかかる地域に住む人は食品ロスが少ないことが分

かった． 

 これらの分析結果を用いて，食品ロス発生要因の解決策となる政策を次章で提言してい

く． 
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表 41：分析結果のまとめ 

 

 

第４章 政策提言 

第 1 節 消費者側での食品ロス問題解決に向

けて必要な政策とは 

 我々は，知識や日頃の取り組みを人々に周知していくだけでなく，今後より一層の取り

組みの活性化を想定し，それによる食品ロス量減少を明らかにするためにも，ロス量を把

握する必要があると結論づけた．なぜなら，本稿で実施したヒアリングの全てを通じて，

国や地方自治体が消費者側の食品ロス発生量の正確なデータを把握することが，新たな取

り組みを行う際に人々の理解を得られることにつながると判明したからである．我々の政

策提言で重要な点は，人々がただ知識をつけることや模範的な行動を習慣づけることだけ

でなく，そもそも食品ロス量をどう把握すればいいかということにある．そのため，その

点を絡めた政策を提言していきたい． 

よって本稿では，未来のための政策提言を行う．具体的な政策は以下に述べる．まず， 

衛生面・知識面・行動面の一部での課題を解決する政策として，政策提言 1:人々の知識

や意識の向上に特化した取り組みについて言及する．次に，冷蔵庫を確認することが食品 

 

（筆者作成） 
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表 42：政策提言と対応する分析結果 

 

 

ロス発生の抑制につながるということから，政策提言 2:冷蔵庫の IoT 化について述べる．

そして最後に，ごみ袋の有料化が効果的という観点から，ごみ袋の有料化を推進するため

の政策提言 3：生ごみ有料化について言及する．各政策の根拠となる分析結果をまとめた

ものが表 42 である．表 42 の見方としては，例えば，政策提言 1-1 は実証分析 1 の結果を

根拠に政策を提言するということで，ほかの政策提言についても見方は同様である． 

 なお，政策提言を実施することで予想される効果は図 11にまとめられている．図 11 か

ら分かるように，食品ロス削減に対する意識を高めること，そして，国民が食品ロス削減

に取り組みやすい環境を整えることで SDGs の目標に掲げられている食品ロス半減を目指

す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（筆者作成） 
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図 11：政策提言のスキーム 

 

 

第 2 節 政策提言 1：国民の知識や意識向上に

向けて 

第１項 政策提言 1 の概要 

 本稿の実証分析 1から，衛生意識が高いあまり賞味期限が切れたら食品を捨ててしまう

こと，正しい保存方法を知ることが食品ロス発生の抑制につながること，食品ロスに関す

る正しい知識を持つことが重要となることが分かった．ヒアリングでも同様の結果が示さ

れ，また，周知方法の難しさという問題も明らかになった．よって，周知方法も踏まえつ

つ政策を打つ必要があると考える．  

 本節では，国民の知識や意識向上に向けた政策を提言する．第 2項では，賞味期限や消

費期限に関する表示の変更，第３項では食に関する正しい知識を普及させていく過程につ

いて，そして第４項では食品ロスに関する知識を国民に持ってもらうための食育の推進に

ついて提言する．これらの政策を行うことは，日本全体でこの問題について関心を持つ人

（筆者作成） 
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を増やしていく狙いがある． 

第２項 政策提言 1-1：賞味・消費期限の表示変更 

 現在，日本のほとんどの食べ物には賞味期限，若しくは消費期限が表示されている．そ

もそも，賞味期限とはおいしく食べることができる期限のことである．期限が過ぎたらす

ぐ食べられなくなるというわけではなく，色やにおい，味を確認して問題がなければ食べ

ることができる．そのため，お菓子や飲料，カップ麺等比較的長持ちするものに用いられ

る．その一方で，消費期限とは，その期限を過ぎたら安全性が損なわれる可能性があるた

め食べるべきではない．主に弁当やケーキ，お肉等，製造日から 5日以内のものに表示さ

れている．こうした知識を知らない人が多いために，まだ食べられる表示である賞味期限

で判断し，賞味期限が過ぎたために捨てている人が多いと考えられる． 

 こうした現状を踏まえ，我々は賞味期限という概念を撤廃し，消費期限のみとすること

を提言する．賞味期限と消費期限のいずれかを食品に掲載することは消費者庁から義務付

けられているものの，どちらを掲載するかは企業の判断に任されている．消費期限のみを

掲載することになれば，誤解を生むこともなくなり，食品ロスが減ると考えられる．この

表記方法の変更に関して，消費期限が記載される食品は従来通りであり，賞味期限を記載

していた食品のみ変更すればよいため，実現可能性は十分高いと考えられる． 

第３項 政策提言 1-2：食に関する正しい知識の習得方法 

 実証分析 1 の結果からも，量が多くて食べきれずに捨ててしまう人や正しい冷凍保存方

法等を知らない人が食品ロスを生んでしまう要因の一員となっていることがわかった．横

浜市へのヒアリングにおいても，正しい保存方法を知らず，従来の期間よりも早く捨てて

しまう現状にあると伺った． 

 こうした現状を踏まえ，我々はパッケージにレシピを掲載することの義務づけを行うと

ともに正しい保存方法の掲載も義務化することを提言する．実現可能性や効果としてはイ

ギリスの事例が挙げられる．イギリスでは，パッケージへのレシピ掲載や保存方法を推奨

しており，この取り組みだけの効果ではないものの，消費者側からの食品ロス量を 21%

減少させることに成功している．こうした海外の取り組み例を見ても，実現可能性や取り

組むべき理由は十分あると考えられる．実際の普及にあたり，食品ごとにパッケージの大
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きさが異なる点を考慮し掲載サイズ等の細かな規定を決めていく必要があると考えており，

今後の我々の課題である． 

第４項 政策提言 1-3：食育の推進 

 実証分析 1 の結果から，食品ロスの定義や 1/3 ルールという商習慣，フードバンクの存

在を知っていることが食品ロスの減少に貢献する知識であることが分かった．また，小分

け商品の活用もロスの減少に影響があり，小分け商品を活用していくことの重要性を周知

していくことも行っていく必要がある．また，ヒアリングにおいて荒川区と横浜市の双方

の担当者からも伺ったが，知識を持つためにはまず何よりも関心を持つことが重要であり，

関心を持つことで初めて自主的に知識を身につけるようになるのである．また，幼い頃の

生活環境が食べ残しに影響を与えることから，児童に食品ロスの知識をつけてもらうため，

小学校に対しリーフレットやワークブックの配布を行っているということも伺った． 

 こうした現状を踏まえ，我々は，食品ロスについて興味を持つ子供を増やしていくため

に，全国の学校で食品ロスに関する授業を義務教育に取り入れることを提言する．具体的

には，道徳の時間等で座学を行うと同時に工場や農地見学を取り入れることで，体験をし

ながら学習を促す．実際，横浜市では小学校 4 年時に環境学習の時間を設けており，食品

ロスについても学ぶ機会を提供している．横浜市内の小学校のうち，97%が食品ロスに関

する授業を行っており，その成果として学校での給食の食べ残しも極端に少ないそうであ

る．子供が興味を持ち自然と学ぶようになれば，親も一緒に学ぶようになる．学校で子供

に関心を抱かせ，知識を持たせることが子供と親の両方に影響を与えることができるとい

える．また，我々は義務教育だけでなく，保護者会で授業内容等を報告し，実際に同様の

授業を経験してもらうことで，親にも直接アプローチしていきたいと考える．親子で関心

を持つことになれば，家庭でも実践されていくようになり食品ロス削減につながるはずだ．

親自ら経験し，関心を持つことで食品ロス削減に対する意識が向上するため，我々はその

機会を提供していく必要があると考える． 

 

第 3 節 政策提言 2：冷蔵庫の IoT 化 

本稿で行った実証分析１から，買い物に行く前に冷蔵庫の中身を確認する人は食品ロス
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が少ないこと，そして実証分析２からは，冷蔵庫の中を確認する頻度が多い人は食品ロス

が少ないということが明らかになった．この結果から，冷蔵庫の中身を確認することは国

民の無駄な食品購入を妨げることができ，直接廃棄の削減につながると考える．ヒアリン

グでお伺いした荒川区や横浜市の担当者もおっしゃられていたが，昨今，自治体が家庭の

冷蔵庫の中身を確認するよう呼びかける運動を積極的に進めている．しかし，区報やホー

ムページ等に掲載をしても家庭内での取り組みであるために国民に浸透しているかは分か

らないという実態が明らかになった．冷蔵庫の確認を国民に対し呼び掛けているものの，

最終的には国民の意識に任せる形になっている現行の取り組みから，IoT 冷蔵庫を活用し，

直接廃棄を削減する政策が必要であると我々は考える． 

 前提として，我々は IoT 冷蔵庫を家庭へ導入することが，冷蔵庫を自分で確認すること

に代わるものであるという仮定のもと話を進める．現在，消費者が購入可能な IoT 冷蔵庫

は，食品の買い忘れや保存方法のアドバイスを知らせる機能は搭載しているが，冷蔵庫が

自動的に消費期限を認知し，知らせる機能はない．また，冷蔵庫の食品をスマートフォン

で管理できるアプリも多数存在するが，それらのアプリはバーコードをカメラで読み取る

ことで消費期限を登録するため，自動的に消費期限を認知し，通知をすることはできない．

このような冷蔵庫業界の現状を踏まえ，自動で消費期限を把握する冷蔵庫のシステムを構

築することは，購入した食品の消費期限を自ら確認する手間を省くことができ，無駄な購

入や食品の計画的な使用を促すことができると考えた．そのため，我々は，経済産業省が

進めている「コンビニ電子タグ 1000 億枚宣言5」に付加価値をつけ，IoT 冷蔵庫を活用し

た政策を提言する． 

コンビニ電子タグ 1000 億枚宣言とは，2025 年までにコンビニ大手 5 社が取り扱う全商

品に IC タグを貼り付け，商品の個別管理を実現することである．電子タグ導入は，少子

化が進む中セルフレジ化による人員の削減を可能にさせ，在庫管理の効率化や，生産者か

ら出る食品ロスを削減する効果がある．我々は，この政策の実現により，電子タグを読み

取ることができる冷蔵庫が開発されれば，生産者から排出される食品ロスのみでなく，家

庭側から出る食品ロスも削減できると考えた． 

                            

5 電子タグとは，電波を利用し非接触で固体を識別するツールである．バーコードとは異なり，商品を 1 単位ずつ識

別することが可能であるため，流通の多数の面で効率化が期待されている技術となっている． 
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 そのため，ここからは，電子タグの普及が進み，電子タグを利用した新たな IoT 冷蔵庫

の開発が可能であると仮定して実現可能性について述べる．まず，自動で消費期限を把握

する冷蔵庫のシステム構築については，電子タグの，離れたところから読み取り可能，複

数の電子タグの一括読み取りが可能という特徴により，冷蔵庫内の食品を自動的に一度に

把握することができると考える．また，外出先で確認できるかの有無については，現在販

売されている IoT 冷蔵庫において，専用のアプリを使用することで献立相談等行うことが

出来ることから，スマートフォンと冷蔵庫の連動は可能であると考える． 

 このように，現在国が行おうとしている取り組みに並行し，それを活用できる環境を整

備する．そうすることで，生産者側からだけではなく，消費者側からの食品ロスを減らす

ことにもつなげられると考える． 

 

第 4 節 政策提言 3：生ごみの有料化 

第１項 政策提言 3 の概要 

 本稿で行った実証分析 2 の結果から，ごみを排出することに対する有料化が，食品ロス

排出を抑えることに影響があることが分かった．また，2000 年度以降に家庭ごみを有料

化した市に対しアンケート調査を行った山谷 (2018) によると， 回答のあった 155 市のう

ち，95.5%の市でごみの減量が見られており，さらにそのうちの 98.0%は有料化から 5 年

目の年にも減量効果が持続していることが明らかとなった．これらを踏まえて我々は，ご

み排出の有料化がごみの減量をもたらすことを食品ロスにも応用できないかと考えた． 

 本節では，可燃ごみから生ごみを分別して排出することを制度化した上で，生ごみに対

する従量課金制の導入を提言する．第 2 項では我々が提言する制度の詳細，第 3項では実

際に有料化を導入するまでの制度を整備する過程を説明し，第 4 項では，制度導入により

見込まれる効果を示す．この有料化制度により，消費者にごみの削減意識を持たせること

で生ごみに含まれる食品ロスを削減する目的に加え，現在難航している食品廃棄物・食品

ロス量計測の足がかりにするという狙いがある． 
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第２項 生ごみの分別収集・有料化制度について 

 現在，63.8%の市区町村において，家庭における可燃ごみの有料化が導入されているが，

その実，食品ロス量に大きな減少は見られていない．また，現状分析で述べたイギリスの

ように食品ロス削減に特化した機関がないため，食品ロス量の計測や実態把握は進んでい

るとはいえない．これらの問題点を踏まえ，本項では我々が導入したいと考える生ごみの

有料化制度について詳しく説明する． 

 生ごみの分別排出 

 生ごみを有料化するにあたり，まず生ごみを分別して収集する必要がある．環境省の

「一般廃棄物処理実態調査結果（平成 28年度）」によると，平成 28 年度において，生ご

みの分別収集を行っている自治体は 1,741 自治体のうち 138 自治体（約 7.9%）となってお

り、このうち生ごみを有料化している自治体は 101 自治体（約 5.8%）である．このよう

に，現在の日本では生ごみの分別排出はあまり進んでいない．しかし，過去に「廃棄物処

理法改正」により可燃ごみ，不燃ごみ，プラスチック，ゴム類などの分別収集を推進した

例のように，国がごみ収集に関する法を改正し，各自治体に生ごみの分別収集，処理計画

を策定するよう要請すれば，不可能ではないといえる．また，現状分析で述べたように，

隣国の韓国では既に生ごみの分別排出は義務付けられており，法整備やごみ収集の方法，

分別排出による効果，費用など参考にできる点は多々あると考えられる． 

 生ごみの収集方法・料金制度について 

 日本では，食品ロス量の計測や実態把握が進んでいないという問題点を踏まえ，本稿で

は生ごみの重量によって料金が発生する制度を提言する．この従量課金方式は実際に韓国

の一部の市で取り入れられており，料金徴収のために生ごみの重量を測ることで，同時に

どれ程の量の生ごみが発生しているのかを数値に表すことができる．つまり，重量による

料金制度を用いることで，現在は把握できていない食品廃棄物・ロス量の計測を同時に行

うことができる．はじめに，生ごみの重量を計測し，料金を徴収する方法について説明す

る．収集方法や料金体系は自治体によって策定されるものであるため，あくまで一例では

あるが，以下の通りである．国民は可燃ごみと生ごみを分別することに注意するだけで，

各ごみ捨て場にごみを排出する流れは通常と変わりない．ただし，生ごみが入っているご
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み袋は，誰が排出したのか，そしてその中身が生ごみであるということが分かるように，

排出した個人を特定できるようなバーコードが記載されたシールを添付する．その後，月

に一度ポストに投函される料金徴収票を受け取り、コンビニや口座引き落としでごみの排

出量に応じて料金を支払う．一方自治体は，ごみを収集する際，その場で重量を測定し，

月に一度，排出されたごみの重量に応じて各家庭に料金徴収票を届ける．このように，重

量測定，料金徴収の仕組みを水道光熱費の支払いと類似させることで，実現しやすい制度

とする．  

 次に，料金体系について説明する．料金徴収方式には，負担補助組み合わせ型を採用す

る．これは，排出量が一定量になるまでは料金が無料であり，排出量が一定量を超えた場

合，排出者が排出量に応じて料金を負担する一方で，排出量が一定量以下となった際には、

自治体が排出抑制量に応じて排出者に料金を還元する方式である．この方式は，特に一定

量までの排出抑制が期待でき，また，排出量を抑制できた場合には排出者に料金が還元さ

れることにより，通常の料金方式よりも更なるごみの減量が見込める．この基準とする重

量は，各自治体によって策定されるべきであるが，SDGs により定められた削減目標とし

て食品ロスの半減が挙げられていることから，各自治体で現在発生している生ごみの量の

半分とすることが望ましいと考える．現在出ている生ごみを半分に減らせば料金負担はな

いと考えると，これは国民にとって生ごみを半減させるインセンティブになり得る．また，

有料化から大体 5〜10 年でごみの減量が見られなくなると言われていることから，その程

度のタイムスパンで料金体系を見直すとより効果的である．料金水準に関しては，分別排

出が守られず，可燃ごみに生ごみが混ざって排出されることを避けるため，可燃ごみの料

金と同水準が望ましいと考えられる．このことから，現在家庭ごみが有料化されていない

自治体では，生ごみの有料化制度の導入は難航することが予想される．これを踏まえて，

都道府県内の全自治体における家庭ごみの有料化率が 85%以上である都道府県の県庁所

在地で，既に料金が有料化されている市において，この料金設定に沿って料金の試算を行

ったものを表 43に示した．データは一般廃棄物処理実態調査結果（平成 28年環境省），

各市のホームページより拝借した．北海道の札幌市を例に挙げると，1 人あたりの生ごみ

の排出量は一月で約 10kg であることから，基準として設定される重量は 5kg となる．こ

れを上回れば，1kgにつき 2 円の料金が発生する． 
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表 43：料金の試算表 

 

 

図 12：料金の試算図 

 

 

これは，現在札幌市におけるごみ袋にかかる費用が，大袋（40L）に対し 80 円であるこ

とから，1Lを大体 1kgとすると，1kgのごみに 2 円の料金が発生することになるためであ

る．また，2.5～5kg は料金が発生しない水準で，基準量である 5kg の半分の量である

2.5kg を下回ると，1kg につき 2 円が還元されることになる．これを表したのが図 12 であ

る．この水準を設定した意味合いとして，地方自治体が負う費用が大きくなる可能性があ

ることに加え，単純に現在のごみの量を半減するのではなく，1/4 にすることで料金が還

元されるようになれば，それだけ国民に更なる削減への動機付けとなるからである． 

（筆者作成） 

（筆者作成） 
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 このようにして各自治体によって料金体系が形作られることが望ましいが，これはあく

まで一例として，有料化に取り組む自治体に対し提示するモデルである． 

第３項 制度導入までの整備について 

 新制度を導入するにあたり，なるべく自治体の負担を軽減させるため，国は制度導入の

ガイドラインを策定し，自治体に対する支援を怠らないことが望ましい．そこで本項では，

生ごみの分別排出と有料化が円滑に進むよう，自治体が抱える問題点や国民が不安に感じ

ると考えられる懸念材料を洗い出し，その対処法をいくつか挙げる．なお，以下に挙げる

有料化への課題・問題点については，一般廃棄物処理有料化の手引き（平成 25 年環境

省），ごみ有料化をめぐる論点（京都府立大学生命環境部），渋川  (2006) ，丸山ら 

(2017) ，荒川区・横浜市に対するヒアリング結果を元に考案している． 

 まず，自治体が直面すると考えられる問題点について，以下のことが考えられる． 

 不適切排出への対応 

 不適切排出とは例えば，ごみの分別が規定通りにされず，生ごみが可燃ごみに混ざって

排出されるといった状況である．これは第 2 項で述べたように，他の家庭ごみの料金と照

らし合わせ適切な料金設定を行うこと，国民に生ごみを分別することに対するインセンテ

ィブを与えることで解消できると考えている． 

 不法投棄への対応 

 山川ら (2002) によると，家庭ごみの有料化後不法投棄が問題になった地域は，有料化

以前から不法投棄が問題になっていた地域であることが分かっている．よって，現在不法

投棄がみられる地域に関しては，あらかじめ防止策を講じておく必要がある．  

 

 排出抑制は維持されるか 

 家庭ごみを有料化するにあたり，有料化直後は減量効果がみられるものの，数年経過す

ると減量傾向はみられなくなり，元の量に戻るのではないかというリバウンド現象が懸念

されてきた．国民は数年でごみ減量に料金が発生することに慣れ，削減しようという意識

が薄れる可能性があるためである．これに対して吉岡・小林（2006）は，ごみ袋の価格が
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安すぎることや，料金を支払うことでごみ排出に罪悪感がなくなることがリバウンドの原

因だと述べている一方，丸山ら（2017）では，有料化実施後の国民のごみ排出意識の高ま

りや，分別・ごみ削減の知識が時間とともに蓄積されることから，少なくとも 9年程度の

期間においてリバウンド現象は見られず，むしろ減量し続けるとされている．これらを踏

まえると，料金設定を減量効果がみられる最適な水準に定めること，数年おきに料金の見

直しをし，水準を徐々に高めていくことで持続した減量効果が見込めると考えられる． 

 

 料金をどのような根拠でいくらにするか 

 これについては，第 2項で述べたとおりである． 

 導入に際して必要となる制度の設計・整備 

 制度設計・整備に関しては，国が処理に関する事業のコスト分析，有料化の進め方，適

正な循環的利用や適正処分の考え方を示す等して，技術的および財政的に自治体の支援に

努め，有料化への取り組みを円滑に推進できるように図るべきである．有料化の進め方に

関しては第 2 項で述べた通りで，ごみの適正な処理に関しては第 4項で述べる． 

 周辺市区町村との調整 

 荒川区・横浜市へのヒアリングで，ごみの有料化に関し，例えば東京 23 区のように，

隣接しあった自治体が密接すぎる場合，足並みをそろえて有料化を進める必要があること

が問題点として挙げられた．つまり，ごみ有料化に際し，周辺自治体との調整は重要な課

題である．これに関しては，23 区の例でいえば，すべての区合同で協議する場をつくり，

そこで料金の設定や各々が抱える課題について話し合う機会を設け，23 区全体で有料化

を進めることが望ましい．この場合，ごみの不適切な排出，不法投棄を避けるため，23

区全体で同水準の料金を設定することが好ましい． 

 生活弱者に対する配慮 

 ごみ量と所得は一般的に比例関係にあるが，そのことを加味しても料金水準が経済弱者

に厳しいと考えられる場合について考える．例えば，食品の直接廃棄を減らす方法，食材

の除去部分をコンポスト化する方法等，生ごみであれば排出量を抑える方法は多数挙げら
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れる．これらをリーフレットにして配布する等，減量に関する知識をつけてもらうことで

規定の水準まで排出量を抑えられると考える． 

 

 国民に対する説明 

 ごみの有料化にあたり，国民との合意形成は重要かつ大きな問題となるだろう．以下に

挙げられるような国民が不安に感じると思われる問題について慎重に考慮し，セミナーな

どを通して丁寧なコミュニケーションを行う必要がある．また，徴収した料金に関して，

明確な目的と用途の方法に関する説明が欠かせない．目的・用途に関しては，あらかじめ

国が自治体に対し，食品ロス問題の現状を把握し，今後食品ロス量を継続して量っていく

際に必要となる費用，また，削減のための施策に要する費用に充てていくことを義務付け，

国民への情報開示，説明を怠らないことが重要だ． 

 

 次に，国民が不安・疑問に思うと考えられる課題について，上記の自治体が直面する課

題と重複する項目を除き，以下のことが考えられる． 

 税金処理されるので税の二重取りになるのではないか 

 既に租税で清掃業の費用を負担しているにもかかわらず，さらにごみ排出に対しても料

金が発生することは税の二重取りになるのではないか，という意見が国民から寄せられた

場合，この問題について簡潔に説明し，慎重に合意形成する必要がある．この問題に対す

る説明としては，現在のごみ処理に対する費用は租税から負担しているが，今後食品ロス

問題の解決を目指し，食品ロス量の計測や，実施する施策に対する費用に用いると明示す

る必要がある． 

 

 有料化以前にごみの減量化を実施すべきなのではないか 

 今回の生ごみ有料化は，ごみの減量化を目的とした政策である上に，現在難航している

食品ロス問題の解決を目指し，今後実施する食品ロス減量のための施策に対する費用を賄

うためのものであると説明する． 

 ごみの総排出量は年々減少しているにもかかわらず有料化を実施する必要はあるのか 
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 家庭ごみの量が年々減少していることは事実だが，一方で消費者からの食品ロス量はな

かなか減少していないこともあり，この問題を解決するための施策だということを説明す

る． 

 

第４項 制度導入により見込まれる効果 

 最後に本項では，有料化制度を導入したことにより得られる効果を示す．第 2項で述べ

た通り，生ごみを有料化するにあたり，国民に生ごみの分別を義務付けることになる．こ

の生ごみ分別は，有料化のための手段にとどまらず，ごみ処理に際して大きな効果を生み

出す．以下では，生ごみを分別することで得られる効果を説明する． 

まず，生ごみを分別することで，食品廃棄物・ロス量を正確に把握できる．平成 28 年

1 月 21 日に公表された「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ

計画的な推進を図るための基本的な方針」（平成 28 年環境省）において，市区町村にお

ける家庭系食品ロスの発生状況の把握を進める目標値が定められた．しかし，平成 27 年

度の環境省による調査では，集計した 1,710（約 5.8%）件の自治体のうち，家庭から排出

された食品ロス量の推計を実施している自治体はわずか 100 件であった．食品ロス量は，

収集した可燃ごみの中身を 1つずつ調べる組成調査により推計している自治体が多く，費

用と手間がかかるために実施していない自治体が多数を占める．しかしヒアリング調査か

ら，食品ロス量の正確な数値把握が住民への意識づけにつながるということが分かり，生

ごみの分別収集を行うことで，費用や手間をかけずに正確な数値の把握が実現できると考

える． 

次に，生ごみの分別収集により，埋め立てごみの減少・リサイクル率向上が図れる．鹿児

島県志布志市では，平成 16 年度から生ごみの分別収集を実施しており，埋め立てごみを

減少させ，リサイクル率を向上させている．横浜市の廃棄物最終処分場は約 30 年で満杯

になると言われており，ごみのリサイクル推進がどの自治体でも課題と言える．また，埋

め立てによる処理の際には焼却により CO2 が大量に排出される等，地球温暖化の問題も

懸念されている．そのため，生ごみの分別収集を実施することで，自治体が課題としてい

るごみのリサイクルを推進できるだけでなく，環境問題解決にも効果があると考える． 
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第５章 まとめと今後の課題 

 本稿では，実証分析やヒアリング調査によって，消費者側における食品ロス問題の解決

のためには，現時点で，特定の知識や取り組みに対する意識を持ってもらうこと，そして，

全国でごみ袋の有料化を進めるための制度が必要であることを明らかにした．これを踏ま

えて，政策提言 1-1 では賞味期限を撤廃し消費期限のみとすることで誤った認識が広まる

のを防ぐ政策，政策提言 1-2 では海外の例に倣いパッケージに活用方法や保存方法を記載

することを義務付ける政策，政策提言 1-3 では学校教育での食育の推進の活性化について

提唱した．ただ，これらにおいては我々の分析並びにヒアリングから出た結論に過ぎず，

実際のマニュアル作成や実現に向けた課題の整理，それの克服方法については言及するこ

とができなかった．今後はこれらの点について研究を進めていきたいと考えている． 

 政策提言 2 においては，国の政策に付加価値をつける意味で冷蔵庫の IoT 化を推進する

ことを提言した．ただ，IoT 化に関しては技術面によるところが大きく，また，国も取り

組みを始めたばかりであるために情報が少なかった．そのため，今後も調査を進めつつ，

冷蔵庫 IoT 化に向けた環境整備やコスト面などの補助金制度についても研究を行っていき

たい． 

 政策提言 3 においては，全国的なごみ袋の有料化を提言した．ただ，まだ可燃ごみです

ら有料化されていない地域でいかに生ごみを有料化するのか，そして，23 区で実施する

にはすべて一様の制度で同時期に行う必要があるため，どのように取り組みを進めていく

のかを考えていく必要がある．また，これを実施するにあたり，実際にどれくらいの費用

がかかるのかを計算する必要もある． 

 以上のような課題は残ったものの，本稿の研究により，消費者側における食品ロス問題

の解決には住民の意識改善や制度作りが重要になることが示された．この世界規模の問題

を将来世代に押し付けないためにも，本稿が食品ロス問題の確実な解決のための一助とな

ることを切に願い，本稿を締めくくる． 
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(別添 9)  独自のアンケート調査結果 
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